
大　　　磯　　　町

人事行政の運営等の状況について

（平成１７年度）
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（各年４月１日現在）

職員定数 職員数（計） （男性） （女性）

334 289人 195人 94人

334 290人 198人 92人

区　　　　　分 対　　前　　年

平成１７年 平成１６年 増　　減　　数

議会 3 3 0

総務 54 54 0

税務 13 13 0

民生 41 39 2

衛生 25 25 0

労働 0 0 0

農林水産 6 7 △ 1

商工 4 3 1

土木 23 23 0

小　　　　　　計 169 167 2

教育 60 62 △ 2

消防 43 42 1

小　　　　　　計 103 104 △ 1

下水道 8 9 △ 1

その他 9 10 △ 1

小　　　　　　計 17 19

289 290 △ 1

（注）

一般職の職員の条例上の定数と現在の職員数（定数の範囲内で職員を置いています。）

（各年４月１日現在）

合計

欠員補充

区分

部　　　　　門

職　　　　　員　　　　　数

H16年

（２）　部門別職員数の状況と主な増減理由

商工関連業務の増

事務の効率化に伴う減

　などを含み、臨時又は非常勤職員を除いています。

２　企業等会計部門のその他とは、国民健康保険、介護保険の部門です。

公営企業等
会計部門

１　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する求職者、派遣職員

事務の効率化に伴う減

事務の効率化に伴う減

１ 職員の任免及び職員数等に関する状況

（１）　職員の総数

H17年

主　　な　　増　　減　　理　　由

子育て関連業務の増

事務の効率化に伴う減

特別行政部門

一般行政部門
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①年齢別職員数の状況

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計

0 38 79 78 93 288

②全職員の平均年齢

H17 H16

42.5 42.1

①職種別採用職員数

一般行政職、消防士など、全て試験による採用を行っています。

１次試験は筆記試験と作文、体力測定、２次試験は面接を主な内容としています。

試験採用 選考採用 計 試験採用 選考採用 計

3（3） 0(0) 3（3） 6（0） 0(0) 6（0）

2（0） 0(0) 2（0） 0（0） 0(0) 0（0）

0（0） 0(0) 0（0） 0（0） 0(0) 0（0）

5（3） 0(0) 5（3） 6（0） 0(0) 6（0）

（注）

（３）　年齢別職員構成の状況（平成１７年４月１日現在）

技能労務職

（４）　採用者の状況

職員数

平均年齢

H17年度（平成16年試験実施）

計

区分

H16年度（平成15年試験実施）

(  )内は、女性の採用者数であり、内数です。

一般行政職

消防職
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②採用試験の実施状況

一次試験

合格者

一般行政職 138（37） 37（13） 3（3） 46.0(12.3)

消防職 24（0） 7（0） 2（0） 12.0( - )

技能労務職 - - - -

計 162（37） 44（13） 5（3） 32.4(12.3)

一般行政職 373（90） 53（11） 6（0） 62.2( - )

消防職 70（3） 8（0） 0（0） -

技能労務職 - - - -

計 443（93） 61（11） 6（0） 73.8( - )

（注）

【一般行政職】
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　職員を昇任及び降任以外の方法で他の職員の職に任命することをいいます。

平成１６年度の転任（人事異動）者数　 59人 （平成１５年度 87人）

町長部局 教育委員会 消防職 その他

1（5） 0(0) 0(3) 0(1)

1(15) 1(3) 2(0) 0(1)

42(48) 3(4) 5(6) 4(1)

44(68) 4(7) 7(9) 4(3)

（注） １　教育委員会には、校長、教頭、教諭等は含みません。

主事・技師

２　(  )内は、15年度の状況です。

区分

部長級

課長級

計

その他

1級在職、大学卒については1年以上、短大卒については2年以上、高校卒については
2.5年以上、中学卒については5.5年以上の者

2級在職、大学卒については4年以上、短大卒については5年以上、高校卒、中学卒に
ついては6.5年以上の者

H15年度

（６）　転任（人事異動）制度の概要と実施状況

職名

年度

主任主事・主任技師

級

　町は、「大磯町職員の給与に関する条例」、「大磯町職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則」等に基づき、昇任を行っています。

各級において、下記の級はその基準に従い、原則として内部の職員から選考し、上位の職に昇任をしています。

昇任基準

職種区分 受験者 倍率最終合格者

(  )内は、女性の採用者数であり、内数です。

（５）　昇任制度の概要と実施状況

H16年度
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　町では、「大磯町職員希望降任制度要綱（平成１６年３月制定）」に基づき行っています。

　分限処分ではなく、本人の希望又は同意に基づき下位の職に任命（降任）する場合としては、親の介護、子の育児、

　本人の肉体的・精神的負担のため職務の軽減が必要な場合等があります。

平成１６年度の降任者数 １人

　退職者には、以下の事由があります。

　定年退職：定年（原則６０歳）により退職する場合

　勧奨退職：「大磯町の勧奨退職に関する要綱」に基づき、これに応じて退職する場合（５０歳以上）により退職する場合

　自己都合退職：本人の都合により退職する場合

　その他：死亡による退職等

事由別退職者の数

定年 勧奨 自己都合 その他 計

1（1） 2（3） 1（3） ― 4（7）

うち管理職 1（1） 2（3） 1（3） ― 4（7）

2（2） ― ― ― 2（2）

うち管理職 2（2） ― ― ― 2（2）

0（1） ― 0（1） ― 0（2）

うち管理職 ― ― ― ― ―

3（4） 2（2） 1（5） ― 6（11）

うち管理職 3（3） 2（2） 1（4） ― 6（9）

（注）

　平成１６年度の社会福祉法人「大磯町社会福祉協議会」と交流 　１人

（９）　公益法人等への交流の状況

（平成16年度）

（８）　退職者の状況

（７）　希望降任制度の概要と実施状況

　町と社会福祉法人大磯町社会福祉協議会において、職員を交流することにより、自治体及び法人の相互理解、協調関係を促進

し、福祉事業の意識向上を図ることを目的として、「職員交流に関する協定書」を結び、職員の交流をしています。

(  )内は、平成15年度の状況です。

技能労務職

計

一般行政職

消防職
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歳出額 実質収支 人件費 人件費率

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

8,757,422千円 357,408千円 2,457,510千円 28.1%

8,288,757千円 361,688千円 2,534,343千円 30.6%

（注）

（普通会計予算）

職員数 一人当たりの給与費

Ａ 給　　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　　　B Ｂ／Ａ

271人 1,070,443千円 296,555千円 469,609千円 1,836,607千円 6,777千円

272人 1,078,340千円 299,685千円 471,317千円 1,849,342千円 6,799千円

（注）

（３）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

平均年齢 平均給料月額

42.7歳 346,284円

40.3歳 329,728円

42.4歳 346,105円

40.2歳 327,555円

平均年齢 平均給料月額

50.7歳 275,874円

48.1歳 285,008円

49.7歳 270,212円

47.9歳 283,384円

（注）

（４）　職員の初任給の状況

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

170,700円 191,400円 170,700円 184,400円

143,300円 154,300円 138,800円 148,500円

平成１６年度

住民基本台帳人口

（各年４月１日現在）

大　　　学　　　卒

H１６年

（平成１７年４月１日現在）

①一般行政職

高　　　校　　　卒

（普通会計決算）

国

　人件費とは、職員に支給される給与のほか、特別職に支給される給料・報酬等、職員が加入している神奈川県市町村共済組合に

H１７年

１　職員手当には退職手当を含みません。

２　職員数及び給与費は当初予算に計上された額です。

普通会計とは、特別会計（国民健康保険事業、老人保健、介護保険事業、下水道事業）を除いたものです。

平成１７年度

33,124人

②技能労務職

２ 職員の給与の状況

国

大　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町

国

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平成１６年度

大　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町

一般行政職

大　　　　　　　磯　　　　　　　　町
H１７年

（年度末現在）

33,254人

（１）　人件費の状況

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

区分

平成１５年度

区分

（２）　職員給与費の状況

H１６年

大　　　　　　　磯　　　　　　　町

「平均給料月額」とは、各年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

国

国

事業主として支払う負担金等を合計したものです。

区　　　　　　　　　　　分

大　　　　　　　磯　　　　　　　　町

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分
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（５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

269,300円 321,100円 366,100円

該当なし 該当なし 該当なし

（６）　給料表の種類、級数、額等の概要

橋梁表と級に応じて定められている「号級」ごとに決められています。

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

最高額 215,100円 266,400円 346,800円 386,300円 452,800円 480,800円 515,800円

最低額 134,400円 154,300円 218,200円 235,700円 256,300円 275,600円 296,800円

最高額 254,400円 292,600円 318,700円 360,700円

最低額 120,600円 171,800円 201,200円 226,300円

最高額 231,200円 291,900円 344,000円 391,700円

最低額 134,400円 154,300円 218,200円 235,700円

（７）　一般行政職の級別職員数の状況

区分 職員数 構成比

3人 2.1%

(4人） (2.7%)

16人 11.0%

(14人） (9.4%)

37人 25.3%

(39人） (26.2%)

28人 19.2%

(26人） (17.4%)

30人 20.5%

(31人） (20.8%)

22人 15.1%

(25人） (16.8%)

10人 6.8%

(10人） (6.7%)

注 １　（　）内の数字は平成１６年度です。

２　大磯町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

３　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

高　　　校　　　卒
一般行政職

標準的な職務内容

２級

７級

３級

部　　　　　　　　　長

主　　　　　　　　　事

５級

６級

区　　　　　　　　　　　分

大　　　学　　　卒

（平成１７年４月１日現在）

一般行政職

技能労務職

幼稚園教諭

　職員の給料については、職務の内容に応じて区分される「給料表」と、職務の複雑さ、困難さ、責任の度合いにより区分される「級」と、

級数
種類

（平成１７年４月１日現在）

主　　任　　主　　事

１級 主　　　　事　　　　補

主　　　　　　　　　査４級

（平成１７年４月１日現在）

副　　　　主　　　　幹

課　　　　　　　　　長
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平成１７年の構成比 １年前の構成比

2.1% 2.7%

11.0% 9.4%

25.3% 26.2%

19.2% 17.4%

20.5% 20.8%

15.1% 16.8%

6.8% 6.7%

（８）　普通昇給の実施状況及び昇給停止期間短縮

①普通昇給

②昇給期間短縮

平成１６年度 平成１５年度

（A) 289 294

（B） 6 9

（B）／（A) 2.1% 3.1%

　特別な事由により、この昇給までの期間を短縮する扱い（昇給期間短縮）として、特別昇給、初任給調整のための短縮等があり
ます。大磯町では、初任給調整のための期間短縮のみ実施しています

普通昇給期間（12月～24月）を短縮して昇給した職員数

職員数

６級

１級

４級

比率

　職員が１２月から２４月の間良好な成績で勤務したときは１号級上位の号級に昇給させることができます。これを普通昇給といいます。

７級

５級

２級

３級

２級
11.0%

２級
9.4%

３級
25.3%

３級
26.2%

４級
19.2%

４級
17.4%

５級
20.5% ５級

20.8%

６級
15.1%

６級
16.8%

１級
2.1%

１級
2.7%

７級
6.7%

７級
6.8%

0%
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20%
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40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１７年の構成比 １年前の構成比
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３級
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１級
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（９）　高齢層職員の普通昇給停止（延伸）制度の概要

H１６年度 H１５年度

1 1

2 0

（１０）　職員の手当の状況

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0月分 1.40月分 3.0月分 1.40月分

（3.0月分） （1.40月分） （3.0月分） （1.40月分）

（注）

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

21.00月分 27.30月分 21.00月分 27.30月分

33.75月分 42.12月分 33.75月分 42.12月分

47.50月分 59.28月分 47.50月分 59.28月分

59.28月分 59.28月分 59.28月分 59.28月分

（注）

退職手当は、本町が加入する神奈川県市町村職員退職手当組合から支給されます。

大磯町

技能労務職

25,780,688円

国

退職手当の一人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

（支給率）

最高限度額

その他の加算措置

最高限度額

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　無　　　　　　　　　　）

一人当たり平均支給額

消防職

一般行政職

（平成１６年度支給割合）

　高齢層職員の昇給停止（延伸）制度とは、民間企業等との均衡を図るため、一定年齢以上の職員について、昇給延伸や、昇給
停止をしたりする制度です。なお、昇給延伸とは、通常１２月以上で普通昇給するところが１８月以上となることで、昇給停止とは、
普通昇給自体を行わないことです

①　期末手当・勤勉手当

昇給停止：５７歳
昇給延伸：枠外（H１８廃止）

国

昇給停止：５５歳

一人当たり平均支給額（平成１６年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤続２５年

（支給率）

勤続２５年

国

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤続２０年

その他の加算措置

勤続３５年

該当職員数

（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

②　退職手当（平成１７年４月１日現在）

大　　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町

職種

1,709千円

勤続２０年

勤続３５年

（平成１６年度支給割合）

大　　　　　　　　　　磯　　　　　　　　　　町
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職務の級 支　　給　　率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

６級以上 8% 44人

４級・５級 9% 104人

３級以下 10% 140人

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

24,235円

388,202円

全　　　　　地　　　　　域

支　　給　　実　　績　　（　平　成　１　６　年　度　決　算　） 112,190千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１６年度）

手当の名称 主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算）

支　　給　　実　　績　　（　平　成　１　６　年　度　決　算　）

地域により０～１２％

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算）

出動１回につき、２００円

出動１回につき、２００円

火災その他の災害出動

出動中救急救命士法に基づく処置を
消防職員

45,695千円

331,122円

行った場合、出動１回につき、５１０円

支　　給　　実　　績　　（　平　成　１　６　年　度　決　算　）

救急事故出動し、被救助者の救出救助

1,018千円

災害救急作業等に従事する職員の特殊勤務手当

1

14.9%

手　　当　　の　　種　　類　　　　　（　　手　　当　　数　　）

支　　給　　対　　象　　地　　域

③　調整手当（平成１７年４月１日現在）

④　特殊勤務手当（平成１７年４月１日現在）

⑤　時間外勤務手当
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支給実績 支給職員１人当たり

平均支給年額

（平成１６年度決算）

14,100円

6,500円

7,000円

11,000円

5,000円

5,000円

家賃23,000円以下 家賃－12,000円

家賃23,000円を超え
55,000円未満

（家賃－23,000円）
×1/2＋11,000

家賃55,000円以上 27,000円

10,000円

3,000円

4,000円 ～5km 2,000円

5,200円 5km～10km 4,100円

7,300円 10km～15km 6,500円

8,900円 15km～20km 8,900円

11,300円 20km～25km 11,300円

13,700円 25km～30km 13,700円

16,100円 30km～35km 16,100円

18,500円 35km～40km 18,500円

20,900円 40km～45km 20,900円

45km～50km 21,800円

50km～55km 22,700円

55km～60km 23,600円

   60km～ 24,500円

６ヶ月定期相当分を支給

5km～10km

10km～15km

20km～25km

25km～30km

15km～20km

その他の扶養親族

259,007円

本町の内容及び単価等

扶養親族のいない職員の扶
養親族のうち１人目

⑥　その他の手当

扶養手当 37,815千円

扶養親族でない配偶者を有
する場合の１人目

32,873千円

特定扶養の期間（満16歳から満22
歳）にある子１人に対する加算額

17,391千円

そ　の　他

30km～35km

35km～40km

　　　　　40km～

2km～5km

6,500円

11,000円

5,000円

5,000円

新築、購入後５年間2,500円

支給なし

27,000円借家・貸間

持　　　　家

６ヶ月定期相当分を支給

住居手当

通勤手当

交通機関等を
利用

自転車等の
交通用具を

利用

手　　　当　　　名 国の内容及び単価等

配偶者

（平成１６年度決算）

配偶者以外の扶養親族のう
ち、２人まで

13,500円

116,570円

80,142円

6,000円
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15%

14%

12%

12,000円

10,000円

8,000円

6,214千円 115,070円

2,304千円 54,848円

817千円 11,353円

（１１）　特別職の報酬等の状況

町　　　　　長 767,000 円

助　　　　　役 623,000 円

収　　入　　役 575,000 円

議　　　　　長 423,000 円

副　　議　　長 344,000 円

議　　　　　員 315,000 円

町　　　　　長

助　　　　　役 4.40月分

収　　入　　役

議　　　　　長

副　　議　　長 4.40月分

議　　　　　員

（支給時期）

町　　　　　長 任期ごと

助　　　　　役 任期ごと

収　　入　　役 任期ごと

課長

副主幹

正規の勤務時間として、午後１０時から翌
日の午前５時までの間に勤務した全時間に
つきに勤務１時間当たりの給与額に２５／
１００を乗じた額を支給

休日において、正規の勤務時間中に勤務
を命ぜられた職員に勤務１時間当たりの給
与額に１３５／１００を乗じた額を支給

（算定方式）

勤務１回につき、4,200円

給料月額×勤続月数×４５／１００

給料月額×勤続月数×２５／１００

給料月額×勤続月数×２０／１００

勤務１回につき、6,700円

部長

期末手当

正規の勤務時間として、午
後１０時から翌日の午前５時
までの間に勤務した全時間
につきに勤務１時間当たり
の給与額に２５／１００を乗じ
た額を支給

退職手当

（平成１６年度支給割合）

区　　　　　　　　　　分

管理職特別勤務手当

宿日直手当

副主幹

59,769千円

（平成１６年度支給割合）

給　　　料

休日勤務手当

休日において、正規の勤務
時間中に勤務を命ぜられた
職員に勤務１時間当たりの
給与額に１３５／１００を乗じ
た額を支給

各管職及び区分により、勤
務一回につき4,000円～
18,000円の範囲内で支給

管理職手当

部長

課長
各官職及び区分により８%か
ら25％の範囲内で支給

927千円 15,450円

給　　　　　料　　　　　月　　　　　額　　　　　等

671,559円

報　　　酬

夜間勤務手当
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（１２）　ラスパイレス指数の状況

グラフ

（注）

表

（一般職）

項　　目 実施時期

H17.12～ △３．０％改定

H18.4～ 平均△４．８％改定（最高△７．０％）

H17.12～ 配偶者に係わる扶養手当を５００円減額

H17.12～ 勤勉手当における支給率を年０．５ヶ月増

H18.4～ 調整手当を廃止、地域手当を新設

H18.4～ 地域手当を０～最高１８％支給に改定

給料

手当

△３．０％改定

平均△４．８％改定（最高△７．０％）

配偶者に係わる扶養手当を５００円減額

県内市町村平均大磯町

98.4 100.5

　平成１７年８月に人事院が国家公務員の給与について行った勧告（人事院勧告）に準じて、平成１７年１２月に給与の改定を
行っています。

国大磯町の改定状況

（１３）　給与改定の概要

102.1

２　市町村の平均ラスパイレス指数は、各市町村のラスパイレス指数の単純平均ではありません。

100.5

勤勉手当における支給率を年０．５ヶ月増

調整手当を廃止、地域手当を新設

102.8

平成１７年度

平成１５年度

102.4101.8

100.7

97.6 101.4

100.9

99.6

102.3100.4

１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の大磯町職員の給与水準を示す指数です。

調整手当支給率８～１０％から地域手当を一律３％に改定

101.4

（ラスパイレス指数の算出方法）

103.2

103.7

103.4

　国家公務員について、それぞれを学歴別・経験年数別に区分し、大磯町職員の構成が国家公務員

平成１６年度

平成１４年度

平成１２年度

平成１３年度

と同一であると仮定のうえ、区分ごとに大磯町職員と国家公務員の給料を比較して算出します。

神奈川県

97.0

98.0

99.0

100.0

101.0

102.0

103.0

104.0

105.0

平成１２年度 平成１４年度 平成１６年度

大磯町

県内市町村平均

神奈川県
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（常勤特別職：町長・助役・収入役・教育長）

項　　目 実施時期

H18.4～ 調整手当を廃止、地域手当を新設

H18.4～ 地域手当を０～最高１８％支給に改定

（一般職）

（常勤特別職：町長・助役・収入役・教育長）

　行財政改革のため、平成１６年４月から調整手当を支給率一律１０％から部長・課長級の支給率８％（△２％）に、副主（技）幹・
主査級の支給率を９％に削減するとともに、管理職手当を部長級１５％（△３％）・課長級１４％（△３％）・副主（技）幹級１２％に削
減を実施しています。

　行財政改革のため平成１１年度から期末手当を町長５０％、助役３０％、収入役及び教育長２０％カットを実施しています。

手当

大磯町の改定状況

調整手当を廃止、地域手当を新設

調整手当支給率８％から地域手当３％に改定

（１５）　旅費の概要

　旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法によって旅行した場合の旅費によって計算されます。鉄道賃、船賃、航空賃、車
賃、宿泊賃及び赴任旅費の６種類です。

国

（１４）　給与抑制措置の状況

13



　

　年次休暇以外にも、特別な理由に該当する場合は、特別な休暇があります。

　労働基準法に従い、原則として１年に２０日の有給休暇が与えられます。各年１月１日から１２月３１日の間で取得します。

（２）　職員の年次休暇の概要と取得状況

H１６年の平均取得日数

（１）　職員の勤務時間、休憩・休息時間の概要

官公署への出頭による休
暇

３ 勤務時間及びその他の勤務条件

結婚

出産する予定の女性職
員の休暇

期間具体的な内容内容

6.3 6.5

（３）　特別休暇の概要と取得状況

感染症の予防及び医療
による休暇

出産予定日前６週間（多胎
妊娠にあっては、１４週間）
目に当たる日から申し出た
期間

必要と認められる期間

職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴
い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当
であると認められるとき

６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出
産する予定の女性職員が申し出た場合

結婚の日から連続する５日
の範囲内の期間

勤務時間（休息時間は、13:15～

17:00の間に適宜15分を取得）

　職員の勤務時間は、８時３０分から１７時１５分までの１日８時間、週４０時間です。８時間のうち４５分の休憩時間
及び３０分（１５分が２回）の休息時間があります。

H１５年の平均取得日数

必要と認められる期間

公民権の行使のための
休暇

骨髄提供のための休暇

必要と認められる期間

必要と認められる期間

職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてそ
の登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨
髄移植のための配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者
に骨髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必
要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを得ないと
認められるとき

勤務時間

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律による交通遮断又は隔離

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合
で、その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき

職員が証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方
公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合で、その
勤務しないことがやむを得ないと認められるとき

8：30 12:00

休憩時間 休息時間

12:45 17:1513:00
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１の年において５日の範囲
内の期間

就学前の子の育児休暇

勤務時間の始め又は終わり
において１日につき１時間を
越えない範囲内の時間

職員の生後１年未満の子
の保育

女性職員の出産
出産の日の翌日から８週間
を経過するまでの期間

妊娠２３週までは４週間に１
回、妊娠２４週から３５週まで
は２週間に１回、妊娠３６週
から出産まで１週間に１回、
産後１年まではその間に１
回必要と認められる時間

妊娠中の女性職員の通
勤緩和

女性職員が出産した場合

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の程度が
母体の健康維持に重大な影響を与える程度に及ぶもので
あると認められる場合

生後１年に達しない子を育てる職員が、その子の保育の
ために必要と認められる授乳等を行う場合（男性職員に
あっては、配偶者がこの休暇を承認され、取得する分を除
く）

１日２回それぞれ３０分以内
の期間

１日の範囲内の期間

原則として２日を越えない範
囲内で必要とする場合

親族に応じ別表の日数欄に
掲げる連続する日数（葬儀
のため遠隔地に赴く場合に
あっては、往復する日数を加
えた日数）

7日の範囲内の期間
風水震災等による住居損
壊等の復旧作業のため
の休暇

地震、水害、火災その他の災害により、職員の現住居が
消失し、又は損壊した場合で、職員が当該住居の復旧作
業等のために勤務しないことが相当であると認められると
き

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が保健指導又は
健康診査を受ける場合

職員の妻（事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含
む）が出産する場合で、職員が妻の出産に伴い必要と認
められる入院の付き添い等のため勤務しないことが相当
であると認められるとき

１の年の７月から９月まで
（任命権者が別に指定する
場合は、その期間）の期間
の内における週休日、休日
及び代休日を除いて原則と
して連続する３日の範囲内
の期間

出産の日から１週間以内で
３日の範囲内の期間

職員の父母の追悼のための特別な行事（父母の死後５０
年以内に行われるものに限る）のため勤務しないことが相
当であると認められる場合

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康維持及
び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当
であると認められる場合

妊娠中、出産後１年以内
の女性職員の保健休暇

夏季休暇

女性職員が生理のため勤務することが著しく困難であると
認められる場合

服忌（職員の親族の葬儀
等）のための休暇

職員の妻の出産

女性職員の生理休暇

服忌（職員の父母の追悼
行事）のための休暇

小学校就学の式に達するまでの子（配偶者の子を含む）
を養育する職員が、負傷又は疾病にかかった子の看護の
ため勤務しないことが相当であると認められる場合

職員の親族（別表中の親族）が死亡した場合で、職員が
葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必要と認められる
行事等のため勤務しないことが相当であると認められると
き
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別表

日数

１０日

血族 ７日

５日

３日

1日

1日

姻族 ３日

２日

１日

この配偶者、祖父母の配偶者、伯叔父母の配偶者 １日

１日

　介護休暇は１日単位ではなく、時間単位で取得することもできます。

（注）

ことが免除されます。

（注）

兄弟姉妹の子

祖父母、兄弟姉妹

子

父母

H１６年度

0

（４）　介護休暇の概要と取得状況

１　(  )内は、女性の内数です。

２　前年度から継続して取得している人を含みます。

　職員が要状態にある家族を介護するための休暇制度があり、連続する６月取得することができます。

配偶者の父母、父母の配偶者

配偶者兄弟姉妹、兄弟姉妹の配偶者

H１５年度

0

配偶者の兄弟姉妹の子、兄弟姉妹の子の配偶者

配偶者の子、配偶者の祖父母、配偶者の伯叔父母

孫、伯叔父母

１　(  )内は、女性の内数です。

２　前年度から継続して取得している人を含みます。

療養休暇

H１６年度

16(4)

H１５年度

必要と認められる期間

親族

風水震災・交通機関の不
可抗力の事故のため休
暇

必要と認められる期間

取得者数

風水震災等による出退勤
途上の危険回避のため
の休暇

15(1)

取得者数

介護休暇

配偶者（届け出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む）

　職員が負傷または疾病のために勤務できない場合、医師の証明に基づき、療養するために必要最小限度の期間、勤務する

（５）　療養休暇の概要と取得状況

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に
より、職員が出勤することが著しく困難であると認められる
場合

地震、水害、火災その他の災害において、職員が退勤途
上における身体の危険を回避するため勤務しないことが
やむを得ないと認められるとき
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　職員が育児をするための休業制度があり、最長３年間取得することができます。

　また、育児休業は１日単位で、部分休業は時間単位で取得することができます。

（注）

　事業場の規模及び業種によって、安全衛生管理者等を選任、設置する必要があります。

設置すべき事業場数 うち設置事業場数 設置すべき事業場数 うち設置事業場数

0

安全衛生推進者等

0 0 0

0 0

0

0

01

0総括安全衛生管理者

衛生管理者

安全管理者 0

組織等

10

H１６年度

産業医

01

11 0 11

0

２　前年度から継続して取得している人を含みます。

安全委員会管理者

H１７年度

（７）　安全衛生管理体制の整備状況

0 0 0

1

説明

0(0)

安全衛生管理者及び衛生
管理者の専任が義務られて
いない事業場において、施
設、設備等の点検、使用状
況の監視等を行う者。

健康診断を実施する等、労
働者の健康管理等に当たる
とともに、事業者又は総括
安全衛生管理者を指導助言
する等、専門家として活動す
る医師。

労働者の危険を防止するた
めの基本対策等で安全に関
する重要事項について調査
審議するため設置される委
員会。

取得者数

総括安全衛生管理者のもと
に、健康に異常のある者の
発見・措置や作業環境の衛
生上の調査等、衛生に係る
技術的事項を管理する者。

総括安全衛生管理者のもと
に、職場の設備や作業方法
等に危険がある場合におけ
る応急措置等、安全に係る
技術的事項を管理する者。

H１６年度

1(1)

0(0)

安全衛生管理者及び衛生
管理者の指揮や、労働者の
危険又は健康障害を防止す
るための措置等の事業場の
安全衛生に関する業務の統
括管理を行う者。

１　(  )内は、女性の内数です。

部分休業

育児休業

（６）　育児休業の概要と取得状況

H１５年度

5(5)
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給料を減額されたりします。

降任 免職 休職 降級 合計

0 0 0

(0) (0) (0)

0 0 0 0

(0) (0) (6) (6)

0 0 0

(1) (0) (1)

0 0 0

(0) (0) (0)

0 0

(0) (0)

0 0 0 0 0

(1) (0) (6) (0) (7)

（注） (  )内は、15年度の状況です。

戒告 減給 停職 免職 合計

0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0

(0) (1) (0) (0) (1)

1 4 1 0 6

(0) (1) (0) (0) (1)

1 4 1 0 6

(0) (2) (0) (0) (2)

（注） (  )内は、15年度の状況です。

処分事由

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠っ
た場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
のあった場合

計

刑事事件に関し起訴された場合

計

勤務実績が良くない場合

①　分限処分者　　

②　懲戒処分者　　

処分事由

分限処分：職員がその職責を十分に果たすことのできない一定の理由がある場合に、公務の能率や維持を目的として、

　　　　　　　職員の意に反して行う行政処分のこと

心身の故障の場合

職に必要な適性を欠く場合

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

４ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況

懲戒処分：職員に一定の義務違反がある場合に、道義的責任を追求し秩序を維持することを目的として行われる

　職員は身分を保障されていますが、一定の事由があれば、分限処分や懲戒処分により職を失ったり、降任されたり、

　　　　　　制裁的処分のこと。
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（１）　服務に関する基本原則の概要

（２）　営利企業等従事許可制度の概要と許可の状況

　H16.11.1からH17.3.10　2名（経済観光課、農業委員会各1名）　2005年農業センサス指導員従事

　H16.6.1からH16.10.31　1名（まちづくり課技師）　建築物等実態調査の調査員事務従事

（１）　人材育成基本方針の概要

（２）　研修方針・体系の概要と実施状況

　人材基本方針策定前の、平成１６年度及び平成１５年度の実施状況は以下のとおりです。

Ｈ１６年度 Ｈ１５年度

新採用職員研修 6人 5人

議会傍聴研修 6人 4人

人権研修 272人 229人

窓口研修 実施なし 17人

指定管理者制度研修 24人 実施なし

危機管理研修 36人 38人

他市町村合同研修 16人 10人

新採用職員研修 6人 7人

職員初級 9人 4人

職員中級 2人 6人

監督者 2人 1人

課長級 1人 0人

部長級 1人 1人

48人 35人

※職員の資質向上と組織の活性化を図るために庁内研修及び派遣研修を実施しました。

②　実施状況

職務専念義務

　大磯町は、長期的かつ総合的な観点で職員の能力開発を効果的に推進するため、人材育成の目的、方策等を明確にした人材
育成に関する基本方針「大磯町人材育成基本方針」を今年度３月に策定します。

職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。

５ 職員の服務の状況

基本原則

営利企業等の従事制限

信用失墜行為の禁止

①　研修方針

６ 職員の研修の状況

争議行為等の禁止

守秘義務違反

政治的行為の制限

派遣研修

　研修は、①職場（内）研修（OJT)：職場内において職務を通じて行われる研修、②職場外研修（OffJT)：本来の職場から離れて
一定期間集中的に行う研修と、③自己啓発：職員が自分に必要な知識や能力を自ら認識し、自分の意志をもって能力の開発・向
上のために学習することを組み合わせることにより、適切に能力開発が行われるよう研修を実施します。

区分

庁内研修

職員は政党その他の政治的団体の結成等に関与する等の政治的行為が禁止されています。

概要

研修の種類

職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行しなければいけません。

その他研修

　職員は許可を受ければ営利企業等に従事することができます。

職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為をしたりしてはいけません。

営利企業に従事することは制限されており、従事する場合には許可を受けなければなりません。

職員は争議行為等が禁止されています。
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（３）　職員の勤務成績の評定制度の概要

（能力行動意欲評価）

評定期間： 基準日前、同年度４月１日からの期間

評価段階： ５段階

実施期間： 毎年４月１日から翌年の３月３１日までの期間

評価： 点数制（マトリックス表を使用）

　職員の執務について勤務成績の評価を統一的に行い、職員の指導及び監督の有効な指針とするとともに、公正な人事管理を
行い、職員の勤務能率の発揮及び増進を図ることを目的とする制度です。

　町では、平成１６年９月に「大磯町人事評価に関する規定」を施行して、職員の職務で発揮された能力や業績について、毎年評
価を行っています。

　町では、①職員の能力の育成をし、その能力を最大化することにより、組織力を高めること、②町組織のポストや給与原資を公
平かつ納得のある配分をすること、③地方公務員法第40条に規定された勤務評定制度の趣旨を実際に生かすことを目的として
平成１６年９月に「大磯町人事評価の実施に関する要綱」を施行しています。

　町では、目標管理による目標の達成度合いを業績評価とし、組織及び個人の目標を明確にし、その管理を行うことにより、職員
一人ひとりの仕事に対する意欲や能力の向上、自己実現・自己成長及び、管理監督者の指導育成能力の強化を図り、人材育成
を推進し、しいては行政サービスの向上をその目的とした、「大磯町職員の目標管理に関する実施要綱」を平成１７年８月に施行
し、現在試行段階です。

　町では、平成１６年９月に第１回目の能力行動意欲評価を実施し、平成１７年１月に第２回を実施しました。また、平成１７年９月
には消防職員の評価を実施しました。

②　目標管理（業績評価）

①　能力行動意欲評価

20



（１）　共済組合の短期給付及び長期給付の概要

　町の常勤職員は、神奈川県市町村職員共済組合に加入して、短期・長期給付を受けることができます。

　（幼稚園職員等一部の職員は公立学校共済組合に加入しています。）

短期給付

保健給付

休業給付

災害給付

附加給付

共済組合の長期給付（厚生年金相当部分、職域年金相当部分）

法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じて支給

国民年金からの給付（基礎年金）

（注）

（２）　共済組合の福祉事業の概要

貯金事業

遺族共済年金

障害共済年金

人間ドックの補助金、ちとせ荘（直営保養所）や委託保養所の利用助成券の配布、球技大会などの実施

保養所ちとせ荘を直営にて経営

普通貸付、住宅貸付、災害貸付、医療貸付、入学貸付など

退職共済年金

遺族給付

退職給付

障害基礎年金

老齢基礎年金

　福祉事業としては、職員（組合員）の健康保持・疾病予防事業などの保健・保養及び教養に資する事業、保養所の経営などの
宿泊事業、住宅貸付などの貸付事業、貯金事業、物資の斡旋事業など職員の福祉のための事業を行っています。

　神奈川県市町村職員共済組合は、常勤する職員を組合員として組織される団体や職員からの掛け金と地方公共団
体からの負担金などにより運営されています。

自動車代金の立て替え払いをし、割賦により職員から返済を受ける

法定の障害等級に該当する状態にある場合に障害の程度に応じて支給

組合員が死亡したときに支給

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

法定給付

病気、負傷などの場合に支払われる給付

育児休業などの場合に支払われる給付

災害などに支払われる給付

法定外給付 法定給付以外の給付

物資の斡旋事業

障害給付

保養所経営

障害一次金

貸付事業

給料から天引きにより貯金

遺族基礎年金

職員（共済組合員）期間等２５年以上の者が退職した場合で、６５歳に達したときに支給

職員（共済組合員）期間等２５年以上の者が退職した場合で、６５歳に達したときに支給

軽度の障害の状態のときに支給

保健等事業

組合員が死亡したときに支給
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（３）　公務災害補償の概要と実施状況

　公務において、災害が発生し、職員が傷病したり、死亡した場合には、地方公務員災害補償基金から一定の補償がなされます。

傷病 死亡 傷病 死亡

（４）　職員の健康診断の概要

　労働安全衛生法に従い、職員の健康診断を年１回実施しており、職員の健康に配慮しています。

　また、適正な執務環境に向けて、健康診断をもとにした健康相談を委託し、執務環境の改善に取り組んでいます。

（５）　職員のメンタルヘルスへの対応状況

（６）　その他職員福祉のための独自の制度の概要

　大磯町には、職員の互助共済のための「互助会」は設置されていません。

（１）　苦情処理制度の概要

（２）　勤務条件等に関する措置要求制度の概要と状況

　職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求することができます。

申立容認 棄却 却下 取下げ 計

0 0 0 0 0 0 0 0

（３）　不利益処分に関する不服申立制度の概要と状況

　職員は、懲戒その他意に反する不利益な処分に関して公平委員会に不服の申し立てをすることができます。

申立容認 棄却 却下 取下げ 計

0 0 0 0 0 0 0 0

　職員は、任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、服務等人事管理の全般に関する苦情の申し出及び相談を
公平委員会等にすることができます。

Ｈ１６年度
当初係属
件数

Ｈ１６年度
当初係属
件数

H１６年度末
係属件数

新規申立件数
処理件数

新規申立件数
処理件数

新規認定件数

新規認定件数

通勤災害 00

H１６年度末
係属件数

0 3 0

　職員のメンタルヘルス（心の健康）に対しては、メンタルヘルス相談窓口を委託し、随時相談を受けられるようにし
ており、専門の職員が相談に応じています。

0

８　公平委員会の業務の状況（職員の福祉及び利益の保護の状況)

公務上の災害

H１６年度

3

1

区分
H１５年度
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①　定員適正化目標

②　計画期間における年次別推移 平成１７年８月現在

区分 計画前年 H18 H19 H20 H21 H22

退職職員数 △ 2 △ 2 △ 8 △ 5 △ 11

採用職員数 0 0 4 2 4

任用替え等 0 0 4 0 0

小　　計 169 167 165 165 162 155

退職職員数 △ 1 △ 1 △ 3 △ 2 △ 3

特 採用職員数 0 0 0 0 0

別 任用替え等 0 0 △ 5 0 0

行 小　　計 60 59 58 50 48 45

政 退職職員数 0 △ 2 △ 5 △ 2 0

部 採用職員数 0 2 4 2 0

門 任用替え等 0 0 1 0 0

小　　計 43 43 43 43 43 43

退職職員数 0 0 0 0 0

採用職員数 0 0 0 0 0

任用替え等 0 0 0 0 0

小　　計 17 17 17 17 17 17

退職職員数 △ 3 △ 5 △ 16 △ 9 △ 14

採用職員数 0 2 8 4 4

任用替え等 0 0 0 0 0

小　　計 289 286 283 275 270 260

　本町では、平成９年に簡素で効率的な行政運営を目指すとともに、地方分権の推進に伴う権限の移譲や複雑多様化する行政
需要に対応するため、定員適正化計画（以下「計画」という。）を策定し、定員の削減に努めてきました。

　平成１４年度に当該計画期間が満了となりましたが、更に町財政が厳しさを増す現状を踏まえ、平成１７年８月に第２次定員適
正化計画を策定し、新たな行政課題や社会情勢の変化に弾力的かつ的確に対応するため、計画的な定員管理に取り組みます。

９　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

計　　　　　画　　　　　期　　　　　間

始　　　　　期 終　　　　　期

教　　育

H１８年度 H２２年度

数　　　　　値　　　　　目　　　　　標

286 260

部門

一　　般

行　　政

部　　門

合　　計

消　　防

公　　営

企　　業

等
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